











The Allocative E±ciency of Local Public
Services Considering Economies of Scale
鈴　木　遵　也¤¤ 　
Under the assumption that the relative price of local public services
is ¯xed, Oates' decentralization theorem has frequently been discussed.
However, since economies of scale exists in local public services and
generates changes in the relative price of services, it is necessary for
local government to do budgeting in line with the preferences of the
region in consideration of these e®ects. The main purpose of this paper
is to prove that decentralization might reduce the welfare of the region,
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のである。地方公共サービスの種類は X 地方公共サービスと Y 地方公共サー
ビスの 2種類とする。2つの地方公共サービスに関して規模の経済や不経済を





























けて説明すると、地方団体が規模の経済を把握しないまま C から E へと予算
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を変更することで、左図のケースでは分権化によってサービス配分が D から
E へと変更されるため厚生水準はW 2 からW 3 に上昇するが、右図のケース


































(xi ¡ ®i)¯i (1)
　 xi =第 i地方公共サービスの需要量。
　 ®i =第 i地方公共サービスの非裁量需要量を表すパラメータ。
　 ¯i =第 i地方公共サービスの裁量部分に対する限界消費性向。
このうち ¯ には以下の制約が課され、X
i
¯i = 1 (2)
予算制約式は以下の通りである。X
i
pi ¢ xi = R+
X
i








　 Gi =第 i地方公共サービスに対して交付される国庫支出金。
　 EXPi =第 i地方公共サービスに対する支出。すなわち、pi ¢ xi である。
　 R =税収＋一般補助金+地方債＋その他財源。
さらに、非裁量需要量 ®i を以下のように定式化し、
®i = ai + biXi (5)











1¡mi (aj + bjXj) (6)
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各サービスに対する地方公共サービスの支出関数が導かれる。なお、ここでは
公共サービスには価格が付かず、現実のデータから価格に関する情報は入手不
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表 2 　支出関数の推定結果
 推定値  t 値   
社会資本  
（ ）  
 108,012,000㻌 *** 9.62㻌
0.9177  99.5529 *** 6.11 
 0.1746 *** 25.75 
教育  
（ ）  
 23,513,900㻌 *** 8.59㻌
0.9809  405.1290 *** 36.63 
 0.0105 ** 3.07 
社会福祉  
（ ）  
 50,543,800㻌 *** 10.54㻌
0.9893  166.8940 *** 25.97 
 0.1298 *** 21.17 
その他  
（ ）  
 150,235,000  *** 5.96㻌
0.9954  70.3238㻌 *** 9.02㻌
























i (i = 1～4) (7)
　 Oi =第 i地方公共サービスのアウトプット。
　 Li =第 i地方公共サービスにおける労働のインプット量。
　 Ki =第 i地方公共サービスにおける資本のインプット量。
　 "li =第 i地方公共サービスにおけるアウトプットの労働弾力性。
　 "ki =第 i地方公共サービスにおけるアウトプットの資本弾力性。
一方で、等費用線は以下の通り。
EXPi = wiLi + riKi (i = 1～4) (8)
　 EXPi =第 i地方公共サービスの費用（支出）。
　 wi =第 i地方公共サービスの賃金。
　 ri =第 i地方公共サービスの資本財価格。
ここで資本財価格は地域間で差異がないものとし、生産関数を制約条件とし
た費用最小化問題を解くと、以下の費用関数が得られる。
ln(EXPi) = c0i + c1i ln(wi) + c2i ln(Oi) (i = 1～4) (9)
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表 3 　地方公共サービスのアウトプット
地方公共サービス  アウトプット  
社会資本  可住地面積  
教育  小学校児童数＋中学校生徒数  
社会福祉  65 歳以上人口  




























   
 
推定値  t値  推定値  t値  推定値  t値  
社会資本  -54.05 ** -2.21 6.08 *** 2.75 0.42 *** 4.43 0.3926 
教育  7.73  0.99 0.04  0.05 0.85 *** 36.47 0.9765 
社会福祉  14.35  1.08 -0.61  -0.50 0.85 *** 20.06 0.9263 
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まず、費用関数は以下のように定式化されていた。
EXPi = exp(c0i) ¢ wc1i ¢Oc2ii (11)
EXPi = pi ¢ xi であり、かつ地方団体は地方公共サービスの生産者であり消
費者であることから供給量と需要量は等しい、すなわち Oi = xi と見なすこと
ができるため、これらを踏まえて (11)式を pi について整理すると次式が得ら
れる。
pi = exp(c0i) ¢ wc1ixc2i¡1i (12)


















11) 社会資本サービスの c0i と c1i に関しては有意な結果が得られているが、他のサービスとの整
合性から 0 に設定している。すなわち全てのサービスに関して exp(c0i) ¢ wc1i = 1 となる。






























13) 図 1 で示したように生産可能性フロンティアは AG であるが地方団体は予算制約線 AB に基
づき予算編成を行うという前提の分析である。
| 79 |




 格価 量数の分部量裁 厚生 
水準 社会 







北海道 -24.66 㻌 -11.28 㻌 7.53 㻌 7.77 㻌 0㻌 0㻌 0㻌 0㻌 1.00 
青森 -15.36 㻌 -9.91 㻌 7.85 㻌 3.53 㻌 0㻌 0㻌 0㻌 0㻌 0.34 
岩手 -27.61 㻌 -11.49 㻌 1.03 㻌 10.77 㻌 0㻌 0㻌 0㻌 0㻌 1.38 
秋田 -22.26 㻌 -15.92 㻌 2.59 㻌 7.66 㻌 0㻌 0㻌 0㻌 0㻌 0.81 
茨城 -19.17 㻌 -15.73 㻌 4.68 㻌 5.80 㻌 0㻌 0㻌 0㻌 0㻌 0.56 
栃木 -23.25 㻌 -14.24 㻌 3.73 㻌 7.87 㻌 0㻌 0㻌 0㻌 0㻌 0.89 
千葉 -16.26 㻌 -17.89 㻌 2.66 㻌 5.03 㻌 0㻌 0㻌 0㻌 0㻌 0.40 
東京 -5.93 㻌 -20.70 㻌 -5.28 㻌 3.16 㻌 0㻌 0㻌 0㻌 0㻌 0.12 
神奈川 -8.04 㻌 -21.78 㻌 -1.05 㻌 2.94 㻌 0㻌 0㻌 0㻌 0㻌 0.13 
新潟 -23.77 㻌 -5.30 㻌 16.58 㻌 5.64 㻌 0㻌 0㻌 0㻌 0㻌 0.96 
静岡 -13.95 㻌 -16.33 㻌 3.01 㻌 4.03 㻌 0㻌 0㻌 0㻌 0㻌 0.28 
愛知 -17.55 㻌 -17.35 㻌 3.61 㻌 5.36 㻌 0㻌 0㻌 0㻌 0㻌 0.47 
京都 -12.20 㻌 -17.88 㻌 2.43 㻌 3.55 㻌 0㻌 0㻌 0㻌 0㻌 0.22 
大阪 -21.24 㻌 -18.67 㻌 4.15 㻌 6.92 㻌 0㻌 0㻌 0㻌 0㻌 0.73 
兵庫 -19.72 㻌 -17.14 㻌 3.54 㻌 6.30 㻌 0㻌 0㻌 0㻌 0㻌 0.61 
和歌山 -28.01 -11.46 9.59 9.24 0 0 0 0 1.39 
山口 -26.13 -13.55 7.68 8.58 0 0 0 0 1.17 
福岡 -13.42 -15.61 1.23 4.17 0 0 0 0 0.26 
長崎 -26.89 -9.13 12.00 8.11 0 0 0 0 1.25 
熊本 -21.21 0.20 22.74 3.46 0 0 0 0 0.84 
鹿児島 -17.96 -2.53 19.31 2.62 0 0 0 0 0.58 














 格価 量数の分部量裁 厚生 
水準 社会 







北海道 -48.81 -13.15 8.92 10.07 47.16 2.15 -1.28 -2.08 -4.07 
青森 -32.58 -11.56 9.31 4.55 25.54 1.87 -1.33 -0.97 -2.77 
岩手 -53.41 -13.39 1.22 14.01 55.37 2.19 -0.18 -2.84 -4.25 
秋田 -44.86 -18.47 3.05 9.91 40.99 3.13 -0.45 -2.05 -3.67 
茨城 -39.54 -18.25 5.54 7.49 33.69 3.09 -0.81 -1.57 -3.29 
栃木 -46.50 -16.55 4.41 10.19 43.47 2.77 -0.65 -2.11 -3.83 
千葉 -34.27 -20.71 3.14 6.50 27.40 3.56 -0.46 -1.37 -2.82 
東京 -13.47 -23.89 -6.19 4.07 8.70 4.20 0.97 -0.87 -0.90 
神奈川 -17.98 -25.12 -1.24 3.78 12.12 4.46 0.19 -0.81 -1.37 
新潟 -47.36 -6.21 19.80 7.28 44.81 0.97 -2.69 -1.53 -4.03 
静岡 -29.89 -18.94 3.55 5.20 22.74 3.22 -0.53 -1.11 -2.47 
愛知 -36.62 -20.11 4.26 6.92 30.10 3.44 -0.63 -1.46 -3.03 
京都 -26.49 -20.71 2.87 4.57 19.43 3.56 -0.43 -0.98 -2.16 
大阪 -43.14 -21.60 4.90 8.95 38.50 3.74 -0.72 -1.86 -3.55 
兵庫 -40.50 -19.86 4.18 8.15 34.93 3.40 -0.61 -1.71 -3.34 
和歌山 -54.03 -13.35 11.38 11.99 56.58 2.18 -1.61 -2.46 -4.46 
山口 -51.13 -15.75 9.10 11.13 51.16 2.62 -1.30 -2.29 -4.23 
福岡 -28.87 -18.11 1.45 5.38 21.72 3.06 -0.22 -1.14 -2.36 
長崎 -52.32 -10.66 14.27 10.50 53.31 1.72 -1.99 -2.17 -4.37 
熊本 -43.09 0.23 27.28 4.46 38.44 -0.03 -3.57 -0.95 -3.65 
鹿児島 -37.38 -2.97 23.10 3.37 31.01 0.46 -3.08 -0.73 -3.18 
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